
桶川市の現状について
１. 立地の状況
①都心から40ｋｍ圏に位置しています。
②良好な住宅都市を形成しています。
③各地区（６地区）に特性があります。

２. まち並みの特徴
①市街化区域は、中心市街地と新市街地から構成されています。
②中心市街地は、主に昭和３５年からの急速な人口増加に伴い形成された
住宅地となっています。一方、新市街地は主に近年の土地区画整理事業
により形成された住宅地となっています。

③市街化調整区域は、豊かな自然と住宅が共存しています。

資料１

図１：桶川市の位置図

図２：地区区分図

図３：中心市街地と新市街地

図４：全体概要図
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桶川市の人口について

１．桶川市の人口推移

【図１】 人口・世帯数の推移

【図２】 桶川市の転入、転出状況（県内）

本市の人口は昭和35年より急激に増加し、ここ数年は概ね横ばいで推移してい

ます。令和3年4月1日時点で75,174人となっている一方、世帯数は年々増加を続

けており、同時点で33,264世帯となっています。【図１】

転出、転入状況は、ともに上尾、北本、鴻巣が上位になっており、近隣市での

移動が多くなっています。【図２】

【図３】 転入者通勤・通学先割合

資 料 ２

出典：桶川市転入転出アンケート（R1・2）

３．転入者の通勤通学先について

本市に転入した方の通勤・通学先を見ると、桶川市内に次いで、東京都内、さい

たま市となっています。

近隣の上尾市、北本市、鴻巣市より、さいたま市（政令市）、東京都内が多いこと

から、雇用等を都心（政令市）に依存している状況にあります。【図３】

２．地区別の人口増減

平成２７年と令和３年の同時点での人口を比較すると、土地区画整理事業を実

施している坂田地区、日出谷地区は増加しています。

土地区画整理事業により、新たな宅地供給が成され人口が増加しているものと

推察されます。【表１】
【表１】 地区別人口

75,174人

33,264世帯

出典：桶川市統計書(R1）

全体の約４割

出典 桶川市住民基本台帳人口

項 目
人口 増減

(R3-H27)H27.4.1 R3.4.1

駅 東 側 周 辺 １２，６０５ １２，６１４ ９

駅 西 側 周 辺 １６，４１６ １６，１４８ －２６８

坂 田 地 区 １５，２６０ １５，９９１ ７３１

日 出 谷 地 区 １６，８１５ １７，２７３ ４５８

加 納 地 区 ７，２９４ ７，０２２ －２７２

川 田 谷 地 区 ６，７４０ ６，１２６ －６１４

合 計 ７５，１３０ ７５，１７４ ４４

全体の約４割

横ばい
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30
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桶川市

東京都内

その他（埼玉県内）

さいたま市

通勤・通学していない

上尾市

未回答

北本市

鴻巣市

久喜市
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総合戦略の概要

１．桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要（平成２８年３月策定）

■ 総合戦略の内容

平成２７年度から令和３年度までの７か年の計画。（令和３年２月改定）

※次期総合戦略策定まで現計画の計画期間を延長

人口ビジョンに掲げる将来目標人口を設定。

将来目標人口の実現に必要な方針と施策を策定。

施策の展開にあたり「進行管理と効果検証」ＰＤＣＡの徹底。

人口ビジョンに掲げる将来目標人口（長期）

２０４０年（令和２２年） ６４，０００人 以上

２０６０年（令和４２年） ５６，０００人 以上

総合戦略の計画期間（７か年）における目標人口（短期）

２０２２年（令和４年１月１日） ７４，０００人 以上

２０１６年（平成２８年１月１日） ７５，０７１人

２．桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の効果的な推進

資 料 ３

本戦略を効果的に推進していくためには、ライフステージに着目する必要があ

ります。特に転出などにより減少している若者や、住宅を取得する子育て世帯に

対し、効果的な施策を展開することにより、ライフサイクルの好循環を促します。

ふるさと回帰による２世帯同居又は近居による親の子育て支援など、さまざま

な派生する効果を相乗させ「つながりつづけるまちづくり」を醸成していきます。

移住

結婚 就職 進学

子育て 定住

・居住環境の整備
・子育て支援

子ども
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桶川市まち・ひと・しごと
創生推進本部会議

桶川市まち・ひと・しごと
創生有識者会議

桶川市
まち・ひと・しごと
創生有識者会議

桶川市
まち・ひと・しごと
創生有識者会議

桶川市まち・ひと・しごと
創生推進本部会議

2017年度
（平成29年度）

国の地方創生と桶川市の主な取組 ※内閣府資料より作成

2018年度
（平成30年度）

桶川市まち・ひと・しごと
創生有識者会議

2020年度
（令和2年度）

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金
◆地域消費喚起・生活支援型
　　⇒桶川市内共通プレミアム付き商品券発行事業　（国費79,208千円）
◆地方創生先行型（基礎交付）
　　⇒・ 桶川市総合戦略策定事業　（国費7,312千円）
　　 　・ 新たな図書館施設整備による次世代の知の広場の推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国費26,493千円）
　　 　・ 小１プロブレム対策推進事業　（国費7,105千円）
　　 　・ 多子世帯保育料軽減事業　（国費5,000千円）

人口動向
将来人口の分析
総合戦略素案検討

・

・

・

桶川市まち・ひと・しごと創生推進
本部会議（全3回）
桶川市まち・ひと・しごと創生検討
委員会（全3回）
桶川市まち・ひと・しごと創生有識者
会議（全3回）

事業費99,500千円
うち国費47,200千円

※平成29年度へ繰り越し

※べに花ふるさと館の改修

古民家おもてなしプロジェクト

桶川市まち・ひと・しごと
創生有識者会議
　(第１回)

桶川市まち・ひと・しごと
創生有識者会議
　(第２回)

桶川市まち・ひと・しごと
創生推進本部会議

項目

国
の
主
な
取
組

桶
川
市
の
主
な
取
組

計
画
・
会
議

総
合
戦
略

関
連
交
付
金

2021年度
（令和3年度）

桶川市まち・ひと・しごと
創生有識者会議（今回）

2019年度
（令和元年度）

2015年度
（平成27年度）

2014年度
（平成26年度）

2016年度
（平成28年度）

まち・ひと・しごと創生法
の成立（H26.11）

●桶川市まち・ひと・しごと創生

総合戦略 策定（H28.3)

●桶川市人口ビジョン 策定(H28.3)

一部改定（H29.3）

背景 ●人口減少の進行

●東京一極集中の加速

●地域経済の低迷

目標 ●人口減少の歯止め

●東京一極集中の是正

●地域経済の活性化

●まち・ひと・しごと

創生総合戦略

策定（H26.12)
改定（H27.12） 改定（H28.12） 改定（H29.12） 改定（H30.12） ●第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略 （R1.12)

一部改定（R2.3） 一部改定（R3.2）

背景 ●人口減少

●東京圏への一極集中

目標 ●将来にわたって「活力ある地域社会」の実現

①人口減少を和らげる②地域の外から稼ぐ力を高めると

ともに、地域内経済循環を実現する③人口減少に適応

した地域をつくる ●東京圏への一極集中の是正

一年延長



年齢別人口動向等（過去１０か年平均）

■１歳毎年齢別人口増減 

・縦軸は、増減率を示す。１は人口増減が０の状態。１より高い場合は増加、

１より低い場合は減少となる。 

・子育て世代（子どもと親）は増加傾向にある一方、就労時（22→23 歳）か

ら５年間は減少が顕著となる。 

・都心から通勤・通学の便が良く、土地区画整理事業（坂田地区・日出谷地

区）により良好な都市基盤が形成されていることから子育て世代が転入超過

の傾向にある。子育て世代にとって、ライフステージ（子育て、教育、就労

など）を描きやすいことが増加の要因と考えられる。 

地区別の人口増減 転入者の通勤・通学先 

資料５



（１）成果指標（ＫＰＩ）

（２）施策の効果を図る指標（ＫＰＩ）

※1　：　令和元年埼玉県保健統計年報による

※2　：　年齢別人口集計表による（各年１月１日時点）

※3　：　市民アンケート調査結果による（令和元年12月実施）

②

③

④

指標 現状値 Ｈ27成果

住み続けたいと思う若者の
割合（18～29歳）

59.1%
(H26)

－ － 65%

Ｈ28成果

⑤

目標値(R3)

子どもを産み、育てやすいと
感じる市民の割合

－ － － 50%

Ｈ29成果

30.0歳

－

54.5%

63.5%

4年前の2～4歳人口における
4年後の6～8歳人口の割合

1.01
(H27/H23)

－ －
1.03

(H31/H27)

女性の初婚年齢
30.1歳
（H25）

29.4歳 29.1歳 28.3歳

Ｈ30成果

●　基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

1.23
(H22～H26平

均)
1.25 1.20 1.35

指標 現状値 Ｈ27成果 Ｈ28成果 目標値(R3)

合計特殊出生率①

Ｈ29成果

1.31

直近比較R1成果

1.19※1

Ｈ30成果

1.18

R2成果

直近比較

－

R1成果

29.4

1.05 ※2
（R1/H27）

67.6% ※3

82.8% ※3

29.0歳

－

－

成果指標の推移一覧

R2成果

30.5

1.06 ※2
（R2/H28）

-

-

資料６
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（１）成果指標（ＫＰＩ）

（２）施策の効果を図る指標（ＫＰＩ）

※１　：　市民アンケート調査結果による（令和元年１２月実施）

※２　：　改修工事に伴い平成２９年４月～１０月の実績

100%

都市計画道路の整備率
57.6%
(H26)

277,275人

75%

135,000人

⑦

指標 現状値 Ｈ27成果 Ｈ28成果 目標値(R3)

●　基本目標２　　新しいひとの流れをつくる

桶川駅東口駅前広場及び
駅東口通り線の用地買収率

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

計画検討 計画検討

73.3% 73.3%

計画検討
(H27)

101,296人

21%
(H26)

駅西口図書館来館者数 －　

21% 46%

⑧

⑨

⑥

指標 現状値 Ｈ27成果 Ｈ28成果

坂田地区の生活拠点形成、坂田東西
保留地における公共施設等の整備

計画検討
(H27)

計画検討 事業着手

Ｈ29成果

2,677人

目標値(R3)

転入者数
2,589人
(H26)

2,648人 2,897人 2,600人

Ｈ30成果Ｈ29成果 R1成果

公共施設
等の建設

土地区画整理事業施行地区
の使用収益開始率

82.3%
(H26)

92.0% 92.8% 98.5%98.0%

公共施設
等の建設

96.8%

設計業務 開館

99.7% 100.0%

-

50%

道の駅による拠点形成 概成

51.6%※１

373,269人 613,956人 500,000人

－

10,164人

655,662人

計画検討

47.8%

10,337人

660,030人

計画検討

10,318人

→

2,842人

R2成果

駅利用者及び駅自由通路
往来者数

11,000人
(H26)

10,382人

住みよいと感じる市民の数
45%
(H26)

－ －

直近比較

直近比較

74.2%

54%

70,072人※2

73.5%

49%

103,710人
(H27)

べに花ふるさと館来場者数

16,000人10,827人

604,581人

計画検討

74,906人

74.5%

72%

113,838人

循環バス年間乗車数
289,200人
(H26)

280,427人 272,872人 300,000人278,341人 279,880人

Ｈ30成果

2,991人

R1成果

3,051人

-

-

310,643人

事業着手

46,134人

75.0%

75%

142,405人

R2成果

Ｐ2



（１）成果指標（ＫＰＩ）

（２）施策の効果を図る指標（ＫＰＩ）

直近比較

Ｈ３０成果

3,902人

Ｈ２９成果

3,999人

７５,０７１人 ７５,２６６人 ７５,２３４人

R1成果

R1成果

⑳

⑲

⑰

●　基本目標３　　安定した雇用を創出する

指標 現状値 Ｈ２７成果 Ｈ２８成果

●　将来目標人口（KGI）の達成状況

製造業事業所数
91ヶ所
(H25)

92ヶ所 101ヶ所

⑱

3,893人

1,278億円

74ヶ所

1,220億円

目標値(R3)Ｈ３０成果

直近比較

直近比較

７４,０００人

（平成３０年度）

1,241億円

85ヶ所

平成30年1月1日
（平成２９年度）

95ヶ所

1,169億円
(H25)

1,153億円 1,219億円

目標値(R3)

4,115人
(H25)

4,049人 4,158人 4,300人

0件

平成29年1月1日
（平成２８年度）

平成28年1月1日
（現状値 平成２７年度）

現状値 Ｈ２７成果 Ｈ２８成果

誘致企業の立地件数
0件
(H27)

0件 0件 2件

指標

令和4年1月1日
（目標値 令和３年度）

製造品出荷額等

製造業従業者数 3,854人

R2成果

1件

1,240億円

69ヶ所

R2成果

0件

1,309億円

Ｈ２９成果

0件

世帯数　３３，１４４

７５,２０２人

（令和２年度）

令和3年1月1日

80ヶ所

令和2年1月1日
（令和元年度）

７５,３５９人

世帯数　３２，７２８世帯数　３１，０３６ 世帯数　３１，５１７ 世帯数　３１，８５１

７５,４０８人

世帯数　３２，３４４

平成31年1月1日

Ｐ3



新規 事業名 担当課

1-1-1

1-1-4

1-1-2

1-1-5

3 1-1-2 コミュニティ・スクール事業 学務課

4 1-1-4 桶川東放課後児童クラブ整備事業 保育課

5 1-1-6 ○ 小児インフルエンザ予防接種助成事業 健康増進課

6 1-2-8 小中学校老朽化対策事業 教育総務課

7 2-1-1 防災行政無線デジタル化事業 安心安全課

8 2-1-1 ○ 災害時聴覚障害者支援事業 障害福祉課

9 2-1-3 上日出谷南２号調整池整備事業 道路河川課

10 2-2-3 ○ 桶川飛行学校平和祈念館管理運営事業 自治文化課

11 2-2-3 道の駅推進事業 道の駅整備課

12 2-3-1 坂田寿線整備事業 都市計画課

保育課
多様な保育サービスの充実

道の駅や旧熊谷陸軍飛行学校桶川分教場跡地整備による拠点形成

道の駅や旧熊谷陸軍飛行学校桶川分教場跡地整備による拠点形成

都市計画道路の整備推進

桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
基本目標２：新しいひとの流れをつくる
基本目標３：安定した雇用を創出する

主 要 事 業

○ 子ども家庭総合支援拠点設置事業
子育て支援機能及び施設の充実

子ども未来課

子どもの健全な育成環境の充実
○ 保育士確保事業

No

学校施設の老朽化対策の実施

　令和２年度の主な取組一覧

土地区画整理事業の推進

子育て支援機能及び施設の充実

防災機能（体制等）及び施設の充実

防災機能（体制等）及び施設の充実

医療費等助成事業の充実

1

総合戦略に位置付けている取組

子育てに関する相談及び啓発事業の充実

2

子どもの健全な育成環境の充実
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新規 事業名 担当課

13 2-3-2 駅東口整備事業 駅東口整備推進課

14 2-3-3 駅自由通路改修事業 道路河川課

15 2-3-4 市内循環バス運行事業 安心安全課

No 総合戦略に位置付けている取組
主 要 事 業

　令和２年度の主な取組一覧

桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
基本目標２：新しいひとの流れをつくる
基本目標３：安定した雇用を創出する

桶川駅東口駅前広場等の整備推進によるターミナル機能の確立

循環バス（べにばなGO）のルート見直しによる利便性の向上

自由通路（駅舎）の改修やバリアフリー化（エレベーター設置
等）の推進

2 ページ



新規 事業名 担当課

1-1-2

1-2-8

2 1-1-2 コミュニティ・スクール事業 学務課

3 1-1-6 小児インフルエンザ予防接種助成事業 健康増進課

4 1-2-1 スマイル相談員の配置 学校支援課

5 1-2-6 〇 ＩＣＴ支援員の配置 学校支援課

6 2-1-1 〇 災害時等情報伝達システム導入事業 安心安全課

7 2-1-1 〇 農業センター耐震改修事業 農政課

8 2-1-3 上日出谷南２号調整池整備事業 道路河川課

9 2-1-6 〇 道路照明灯ＬＥＤ化事業 安心安全課

10 2-1-6 歩行者等安全対策事業（ゾーン３０） 安心安全課

11 2-1-6 〇 未就学児安全対策事業 道路河川課

12 2-2-3 道の駅推進事業 道の駅整備課

13 2-3-2 駅東口整備事業 駅東口整備推進課

桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
基本目標２：新しいひとの流れをつくる
基本目標３：安定した雇用を創出する

主 要 事 業

相談支援体制の充実

道の駅や旧熊谷陸軍飛行学校桶川分教場跡地整備による拠点形成

桶川駅東口駅前広場等の整備推進によるターミナル機能の確立

学校施設の老朽化対策の実施
〇 学校プール民間委託事業 学校支援課

生活道路や公共下水道などインフラの整備

生活道路や公共下水道などインフラの整備

生活道路や公共下水道などインフラの整備

No

ICTを活用した教育機会の提供

　令和３年度の主な取組一覧

土地区画整理事業の推進

防災機能（体制等）及び施設の充実

子どもの健全な育成環境の充実

医療費等助成事業の充実

総合戦略に位置付けている取組

1
子どもの健全な育成環境の充実

防災機能（体制等）及び施設の充実
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総合戦略の計画期間の延長について

1. 計画期間の延長

昨年度、現総合戦略の計画期間を上位計画である次期総合振興計画の 

策定にあわせ、延長しています。 

現在、次期総合振興計画の策定作業を進めておりますが、昨年度に引き

続き今年度上半期は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、 

工程に影響が生じており、計画の策定は令和４年度以降になる見込です。 

このことに伴い、現総合戦略につきましては、再度1年延長いたします。 

引き続き、現総合戦略に掲げる取り組みを推進してまいります。 

【図表１：計画策定の流れ】 

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総合振興計画 

（第五次→第六次） 

総 合 戦 略

（第一次→第二次） 

2. 目標人口の達成状況

本市の人口は、７５，２０２人（令和３年１月１日）となっています。

現総合戦略に掲げる目標人口７４，０００人（令和３年１月１日時点）を 

上回っており、目標は達成しております。 

【図表２：目標人口と人口推移 

計画策定期間 

計画策定期間 

資料８ 

（２か年延長済） 

総合振興計画の策定にあわせ、計画期間を１年延長します。 

第五次総合振興計画（H23 年度～R2 年度） 

第一次総合戦略（H27 年度～R3年度） 延長（R3→R4） 
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   桶川市まち・ひと・しごと創生有識者会議設置要綱 

（平成２７年７月１３日市長決裁） 

 （設置） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）第１０

条第１項の規定に基づく桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下

「総合戦略」という。）の策定及び推進に当たり、総合的かつ専門的な見

地から有識者の意見を聴取するため、桶川市まち・ひと・しごと創生有

識者会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 会議において意見等を求める事項は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 桶川市人口ビジョン及び総合戦略の策定等に関すること。 

 (2) 総合戦略の企画、推進及び効果検証に関すること。 

 (3) その他総合戦略の推進に必要な事項に関すること。 

 （構成） 

第３条 会議は、専門的な知識経験を有する学識経験者及び有識者のなか

から選定した委員１５人以内で組織し、市長が委嘱する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 （座長） 

第５条 会議に座長を置き、委員の互選により定める。 

２ 座長に事故あるとき、又は欠けたときは、あらかじめ座長が指名する

委員がその職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 会議は、座長が招集し、その議長となる。 

２ 座長は、必要があると認めるときは、会議に第３条に規定する委員以

補足資料２ 
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外の者の出席を求め、意見を聴取することができる。 

 （庶務） 

第７条 会議の庶務は、企画財政部企画調整課において処理する。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、

座長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日市長決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 














